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適合基準 評価指標 評価 所⾒・コメント 根拠資料

認証基準1.1 ⽔産動植物の養殖に当たっては、該当する関係法令、養殖場の所在する地⽅⾃治体の定める条例等を遵守していること。
A：関係法令に基づいて、公的機関等か
ら伝達される⽣産者がなすべき指⽰等が
⽂書として保管されているか。

適合

⼤分県農林⽔産研究指導センター⽔産研究部(以下、県セン
ターという。)からの｢養⿂情報｣や漁協からの通知⽂書はファ
イルに保管しており、これまで県⾏政からの指導⽂書はない
が、あればファイル保管することになると、また、養殖に関
する関連法令のリストを⼿順書の｢13.関連法令｣の項に記載し
ており、必要に応じてパソコンで検索し確認するようにして
いると説明があり、｢養⿂情報｣と漁協からの通知⽂書のファ
イルを確認し、県⾏政からの⽂書があれば同様に保管される
と判断し適合とした。また、漁協が県から免許を受けた漁業
権免許状の写し、漁協が県の認可を受けた漁業権⾏使規則や
漁場改善計画を保管していることを併せて確認した。

⼿順書
養⿂情報等ファイル確認
(写真撮影)
養⿂情報(資料番号111A-
1/以下､資料番号は記載
省略)
漁業免許状㊢(111A-2)
漁業権⾏使規則(111A-3)
漁場改善計画

B：上記指⽰に対して具体的な対応が適
切に⾏われているか。

適合

有限会社マルゴ⽔産(1989年設⽴)を改組し、⼦会社化し株式
会社として2021年12⽉に設⽴し、⼤分県漁業協同組合名護屋
⽀店の正組合員(法⼈組合員)となり、⼤分県漁協が県から漁
業権の免許を受けた漁場で、漁業権⾏使規則や漁場改善計画
にそって策定されたＭＥＬ認証規格の⼿順書によりブリ養殖
を⾏っていると説明があり、提⽰された登記簿の履歴事項全
部証明書の⽬的の欄に「⽔産養殖⿂の製造」とあることを確
認し、各法令の認証基準に関する事項はいずれも合致してい
ることから適合とした。

漁業免許状㊢(111A-2)
漁業権⾏使規則(111A-3)
漁場改善計画
⼿順書
登記簿⼀部抜粋(111B)

A：区画漁業許可状などを保有し、その
許可内容と実際の養殖⽣産に相違がない
か。 適合

ブリ養殖は区第4631号、第4635号と第4636号の３つの漁場で
⾏っていると漁業免許状の写しを提⽰し説明があり、免許状
の漁業は「⿂類⼩割式養⿂業(くろまぐろ養殖業を除く)」と
なっており、県から免許された漁場でブリ養殖を⾏っている
と判断し適合とした。

漁業免許状㊢(111A-2)

B：都道府県や漁協等により漁業権⾏使
規則などが設定されている場合は規則を
理解し、それに従った養殖⽣産が⾏われ
ているか。

適合

区画漁業権⾏使規則(区第4631号、第4635号、第4636号)の提
⽰があり、最⾼筏台数(10m×10m⽣簀)として区第4631号に
は 、第4635号には 、第4636号には が割り当て
られており、ＭＥＬ認証規格の⼿順書に沿って養殖を⾏って
いると説明があり、⾏使規則を遵守し⾏使規則を理解してブ
リ養殖を⾏っていると判断した。
併せて、以降の審査項⽬について説明と資料の提出があり、
審査対象とした全ての項⽬が適合であることから、本項⽬を
適合とした。

漁業権⾏使規則(111A-3)
筏配置図(112B)
⼿順書

A：養殖場で雇⽤されている従業員に対
して、関係法令等に基づいた賃⾦、福利
厚⽣及び労働条件が提供されているか。

適合

６⼈が従事しており、雇⽤契約書⼜は出向通知書兼同意書を
交わしていると説明があり、個⼈別給料明細⼀覧表で2022年
1⽉から2023年5⽉の間、６⼈全員に給料が⽀払われているこ
とを確認した。また、就業規則で勤務時間、休憩、休⽇や年
次有給休暇について、給与規程で住宅⼿当、通勤⼿当等の諸
⼿当について定めていることから関係法令等に基づいた賃
⾦、福利厚⽣及び労働条件が提供されていると判断した。

雇⽤契約書等(113A-1)
個⼈別給料明細⼀覧表(写
真撮影)
就業規則抜粋(113A-2)
給与規程抜粋(113A-3)

B：従業員に対して適切な健康管理（健
康診断の実施等）がなされ、その記録が
残されているか。 適合

毎年、従業員は健康診断を受けており、診断結果をファイル
に保管していると説明があり、ファイルに保管した健康診断
結果で医療法⼈慈恵会⻄⽥病院(⼤分県佐伯市)⼜は地元蒲江
の医療法⼈明倫会御⼿洗病院で2023年2⽉から同3⽉の間に受
診していることを確認した。

健康診断ファイル(写真撮
影)

1.1.4
児童労働等違法な労働が⾏われてい
ないこと。

児童労働や外国⼈の不法就労等違法な労
働⾏為が⾏われていないか。 適合

健康診断ファイルにある健康診断結果に記載された⽒名及び
⽣年⽉⽇に外国⼈名や若年齢児童がいないことを確認した。

健康診断結果

A：養殖対象動物が健全に⽣育するため
に必要な溶存酸素量が⽔産⽤⽔基準（付
属書３)に適合しているか。

適合

溶存酸素量については、⼤分県南部振興局⽔産班と漁協が共
同で周年定期的に調査を⾏っており、調査結果を⼊⼿してお
り、調査点｢越⽥尾｣は内湾の区第4636号(稚⿂漁場)で、｢みご
の浦｣は区第4631号(湾⼝の育成漁場)であると説明があり、提
⽰された調査結果では9⽉が⽋測となっているが、｢越⽥尾｣で
は10⽉に１回と12⽉に２回の⼀部が⽔産⽤⽔基準を下回って
いるが、審査⼿引きに⽰された内湾漁場の夏季の酸素量が
4.3mg/lを⼤きく上回っていること、10〜11⽉の平均酸素飽和
度は60％を上回っていることから、越⽥尾漁場での⼀過性の
基準を下回る溶存酸素量は審査⼿引きに照らして、適合とし
ても問題がないと判断した。

ＤＯ調査結果(211A)

原則２ 養殖対象⽔産動物の健康と福祉に対する配慮（⽔産動物を対象とする養殖に適⽤する） 
認証基準2.1 養殖対象⽔産動物がその種に適した良好な環境で飼育され、できるだけ⽔産動物にストレスを与えない配慮をした飼育管理を⾏い、病気の予防に努めていること。

養殖は、対象動物種、成⻑段階に応
じて⽔産⽤⽔基準に適合する適切な
⽔域､⽤⽔で⾏われていること。

1.1.2

必要な免許⼜は許可に基づき適法に
養殖を⾏う⽣産者であり、養殖場の
場所や⿂種等は免許等の内容と相違
がないこと。

1.1.3

養殖従事者は、関係法令等に基づい
た賃⾦、福利厚⽣及び労働条件が提
供されており、適切な健康管理が実
施されているほか、適切な労働環境
が確保されていること。

項⽬
原則１ 養殖⽣産活動の社会的責任

1.1.1

漁業法（昭和24年法律第267号）、
⽔産資源保護法（昭和26年法律第
313号）、持続的養殖⽣産確保法
（平成11年法律第51号）、内⽔⾯漁
業の振興に関する法律（平成26年法
律第103号）、医薬品、医療機器等
の品質、有効性及び安全性の確保等
に関する法律（昭和35年法律第145
号）、飼料の安全性の確保及び品質
の改善に関する法律（昭和28年法律
第35号）、⾷品衛⽣法（昭和 22年
法律233号）、⾷品安全基本法（平
成15年法律48号）などの他、養殖場
が所在する地⽅⾃治体の定める条例
などの中で、養殖⽣産に適⽤される
蓋然性が⾼いものについて、⽣産者
がなすべき事項を指⽰に従って適切
に履⾏していること。
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B：⽤⽔のＣＯＤ・全窒素量、底質のＣ
ＯＤ・ＴＳ（全硫化物）等の汚染指標が
⽔産⽤⽔基準（付属書３）を満たしてい
るか。

適合

⽤⽔のＣＯＤや底質のＣＯＤについては県センターや漁協の
調査データがないので、専⾨業者に依頼し⾃社で３漁場の調
査を⾏っていると説明があり、提⽰された濃度計量証明書の
⽤⽔のＣＯＤの分析結果は湾内(区第4636号)、みごの浦(区第
4631号)、沖(区第4635号)の３漁場とも⽔産⽤⽔基準を満たし
ていることを確認した。底質のＣＯＤについても３漁場全て
が基準を満たしていることを確認した。
なお、ＣＯＤについては今後とも年に１度、⾃社で調査を
⾏っていくとのことであった。

濃度計量証明書/⽤⽔
(211B-1)
濃度計量証明書/底質
(211B-2)

C：⾚潮や汚染事故など養殖に悪影響が
発⽣した時は情報の収集に努め、発⽣状
況を記録し、対策を講じるための⼿順が
決められているか。

適合

⼿順書12.2.の｢⾚潮・汚染事故への対応｣の項に⾚潮情報の把
握や⾚潮対策について記載しており、｢漁協名護屋⽀店からの
報告書(FAX)にて確認する｣とあり、漁協名護屋⽀店から送信
された⾚潮情報のFAXを記録としてファイルに保管している
ことを確認した。⾚潮対策については⼿順書に｢⾚潮発⽣時に
は、状況に応じて餌⽌め、⽣簀の移動、早期出荷等の対策を
講じる｣と対策の⼿順を規定していることを確認した。
なお、地先海域では当社設⽴の2021年12⽉以降、⿂類に有毒
な⾚潮の発⽣はなく対策を講じたことはないと説明があり、
⼤分県農林⽔産研究指導センター⽔産研究部のＨＰで2022年
4⽉以降、⿂類に有毒な⾚潮の発⽣がないことを確認した。

⼿順書
⾚潮情報ファイル(写真撮
影)

A：海⾯養殖場においては、⽣け簀を海
⽔が循環するのに⼗分な⽣け簀間隔が設
定されているか。

適合

稚⿂漁場(区第4636号)の⽣簀間隔は２〜3m程であるが⽣簀は
１列 のみで隣接する⽣簀はないと、育成漁場は湾⼝(区
第4631号)と湾外(区第4635号)にあり、⽣簀間隔は５〜6m程
で、隣接する⽣簀との間隔は50〜60mあり、⽔深は深く稚⿂
漁場は20m、育成漁場は25〜27mあるので海⽔交流はいいと
説明があり、説明どおりの⽣簀間隔・配置であることを現場
確認を⾏い⼗分な⽣簀間隔が保たれていると判断し適合とし
た。

⽣簀設置状況確認(写真撮
影)

B：飼育単位ごとに収容されている養殖
対象動物の数が把握され、記録されてい
るか。

適合

⽣簀毎の収容尾数はパソコン管理の給餌⽉報に記録している
と説明があり、プリントアウトした今年6⽉の給餌⽉報に⽣簀
毎の収容尾数が記録されていることを確認した。

給餌⽉報(212B)

C：適切な養殖対象動物の飼育密度を遵
守して飼育が⾏われているか。

適合

漁協が作成した漁場改善計画では、｢養殖密度は11kg/㎥以内
を⽬標とする｣と⽬標値が設定されており、出荷開始時には⽣
簀(10m×10m×7m)に3,000尾程を収容し、３kg位から出荷す
ると説明があり、飼育密度を試算したところ12.8kg/㎥で⽬標
値を少し上回っていることから、漁場の⾏使状況について説
明を求めたところ、漁場改善計画には｢漁場⾯積に対する⽣簀
の総⾯積の割合は15分の1以内を⽬標とする｣とあり、内湾漁
場(区第4636号)、みごの浦漁場(区第4631号)、沖漁場(区第
4635号)の３漁場とも⽣簀⾯積の割合は⽬標を⼤きく下回る
1.38〜2.78％であると説明があった。併せて、２.１.１Ａ-Ｂ
のとおり溶存酸素量と⽤⽔の汚染指標が満たされているこ
と、前⾝の会社を含めると同⼀漁場で30年以上養殖を⾏って
いるが成⻑や⿂病の発⽣に変化がなく、2022年６⽉導⼊の⼈
⼯種苗の審査⽇現在(2023.6.30)の歩留りは 、2022年５〜
６⽉導⼊の天然種苗の歩留りも であると説明があったこ
とから適合とした。

漁場改善計画
聞き取り
設置⽣簀⾯積表(212C)

A：養殖対象動物の健全な⽣育に適した
環境が維持されているかをモニタリング
するための計画が⽴案され、計画に従っ
て実施されているか。

適合

ＤＯは２.１.１Ａに記載のとおり、⼤分県南部振興局⽔産班と
漁協の共同調査結果をモニタリングしていること、ＣＯＤに
ついては２.１.１Ｂに記載のとおり⾃社で委託調査を実施して
おり毎年実施するとしていることから、計画に沿ったモニタ
リングを実施していると判断し適合とした。

２.１.１Ａ
２.１.１Ｂ

B：測定結果は基準を満たしているか。

適合

２.１.１Ａのとおり溶存酸素量は基準を満たしており、２.１.
１Ｂのとおり⽤⽔及び底質のＣＯＤがともに基準を満たして
いることを確認した。

２.１.１Ａ
２.１.１Ｂ

C：基準を満たしていない場合に、適切
な改善の⼿段を講じているか。

適合

これまで基準を満たしているが、満たさない場合の改善⼿段
を⼿順書の7.2.に規定していると説明があり、⼿順書に「調査
結果が基準値を満⾜していない状態が続く場合には、養殖場
に最も近い調査地点とそのほかの調査地点で傾向に差が有る
か否かを確認する｣、｢必要に応じて⽔産試験場や漁協に相談
し、海底耕耘や⽣簀の移動等、可能な範囲での適切な対策を
講じる」とあり、改善⼿段を講じることが規定されているこ
とから適合とした。

⼿順書

2.1.1

2.1.2

良好な⽣育環境を維持するために設
定された適切な⽣簀⾯積や飼育密度
等を遵守して飼育が⾏なわれている
こと。

2.1.3

養殖対象動物に良好な環境が維持さ
れていることを適切な指標を⽤いて
モニタリングしており、指標の悪化
が⾒られた場合の対処法を定めてい
ること。
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D：改善措置を講じた結果、⽔質の改善
が認められるか。 適合

これまで、改善措置を講じたことはないが、上記２.１.３Ｃに
記載のとおり改善措置を講じる⼿順が定められていることか
ら適合とした。

⼿順書

A：養殖場で使⽤する飼餌料は品質の劣
化を起こさない適切な⽅法で保管されて
いるか。 適合

餌はＥＰ(エクストルーデッドペレット)を使⽤しており、概
ね５⽇間隔で購⼊していると説明があり、ＥPは冷凍庫内の乾
燥したコンクリートの床の⽊製パレットの上に保管してお
り、保管中に劣化は起きないと判断し適合とした。

飼料保管状況確認(写真撮
影)

B：養殖場で使⽤する飼餌料は適切なも
のが使⽤されているか。

適合

餌はＥＰで、１年⿂には
、２年⿂以上には
を使⽤していると説明があり、提⽰された品質証明書で飼

料安全法に基づき製造・管理されている旨を確認するととも
に、 は海産⿂稚⿂⽤配合飼料、 は
ぶり類育成⽤配合飼料との記載を確認し適合とした。

品質証明書(資料番号
214B)

Ｃ：養殖⿂介類の健康に影響を及ぼすこ
とが懸念される場合は、必要に応じてビ
タミン剤などの飼料添加物が法令に従っ
て適切に使⽤されているか。

適合

６〜9⽉の⾼⽔温期に、 栄養剤を使⽤していると
説明があり、品質規格書で原材料が で
あることを確認した。

品質規格書(214C)

Ｄ：養殖⿂介類に給与された飼餌料の給
餌量は飼育単位ごとに記録されている
か。

適合

給餌⽇報に⼿書きで⽣簀毎の給餌量を記録したものを、パソ
コン管理の給餌⽉報に転記し記録していると説明があり、給
餌⽇報と給餌⽉報の記録を確認した。

給餌⽇報(214D)
給餌⽉報(212B)

E：給餌量は予め定めた⼿順に従って摂
餌状態を観察しながら調整し、適量が給
餌されているか。

適合

⼿順書8.6.の｢給餌｣の項に、｢養殖⿂の給餌量は、配合飼料
メーカーの給餌率表を基に設定し、加えて⿂の摂餌状況を⾒
ながら調整する｣とあり、親会社の飼料メーカーが作成した標
準給餌率表を参考にして、給餌⽇報を作成しており、育成漁
場ではプリントアウトした給餌⽇報に給餌担当者が実際の給
餌量を⼿書きで書き加えており、稚⿂には別様式の給餌⽇報
に給餌量を記録していると説明があり、提⽰された給餌⽇報
の記録を確認した。

標準給餌率表(214E)
給餌⽇報(214D)

A：飼育中の⿂⾙類の健康状態を定期的
にモニタリングするための⼿順が決めら
れているか。

適合

⼿順書6.2.に｢⽇々の健康チェックは、給餌の際に⽬視で⾏う
こととする。具体的には、摂餌状況、体表の様⼦を確認する｣
と規定していることを確認した。

⼿順書

Ｂ：上記⼿順に従ってモニタリングが⾏
われ、その結果が記録されているか。

適合

給餌⽇報に⽣簀毎に｢状態｣と｢餌⾷｣の欄を設けており、状態
は体表や遊泳状況、餌⾷は餌⾷いの状況を記録していると説
明があり、給餌⽇報の｢状態｣と｢餌⾷｣の欄にモリタリング結
果が記録されていることを確認した。

給餌⽇報(214D)

Ｃ：その結果は⽔産試験場等の⿂病担当
者に定期的に確認を依頼し、助⾔を求め
ているか。

適合

⼿順書6.3.の｢異常⿂の処理｣の項にあるように、⽇々のモニタ
リングの中で、異常⿂や斃死⿂が⾒られた場合は、⽔産試験
場等の専⾨機関に相談することにしていると説明があり、遊
泳状況や摂餌状況が悪い時は、給餌量を減らしたり、給餌間
隔を⻑くして⿂の様⼦を⾒ており、回復しない時には県セン
ターの指導を受けているとのことであった。

⼿順書
聞き取り

A：⽣簀等にへい死⿂、瀕死⿂等があっ
た場合は速やかに専⽤の容器に回収し、
その数を記録しているか。 適合

死⿂は⽣簀から取上げて専⽤コンテナに⼊れて持ち帰ってお
り、へい死⿂があれば給餌⽇報に記録し、パソコン管理の給
餌⽉報にも転記していると説明があり、⽇報と⽉報の記録と
船に積まれたへい死⿂回収⽤のコンテナを確認した。

給餌⽉報(212B)
給餌⽇報(214D)
死⿂回収コンテナ確認(写
真撮影)

B：回収したへい死⿂、瀕死⿂の処理⽅
法が決められているか。また、適正な処
理が⾏われているか。

適合

⼿順書6.3.に｢斃死⿂や異常⿂は漁協名護屋⽀店で定めた回収
BOXへ持ち込む｣とあり、⼿順に従い、⽣簀から回収した死⿂
は専⽤コンテナに⼊れて持ち帰り、漁協指定の回収BOXに⼊
れておけば、漁協が依頼した業者が処分をしてくれると説明
があり、へい死⿂回収BOXと漁協からのへい死⿂処理負担⾦
の請求書を確認し適正な処理が⾏われていると判断した。

⼿順書
死⿂回収BOX確認(写真
撮影)
請求書(222B)

A：病⿂を故意に放流していないか。

適合

病⿂を放流することはなく、病⿂やへい死⿂は上記２.２.２Ｂ
に記載のとおり回収し処分をしているので放流はしていない
と説明があり、適合とした。

２.２.２Ｂ

B：養殖設備は病原体の温床となるよう
な付着⽣物の除去、病⿂の逃亡による疾
病のまん延を防⽌するために網の補修な
どを定期的に⾏っているか。 適合

種苗導⼊から300gまではポリ網の⽣簀を使⽤しているが、成
⻑に応じて網交換をしているので汚れることはないと、300g
以後は⾦網⽣簀で養殖しており年１回潜⽔により網掃除と網
の点検も⾏っていると説明があり、提⽰された作業⽇報でポ
リ網の網交換や⾦網⽣簀の網掃除・点検の記録を確認し、定
期的に⾏っていると判断し適合とした。

聞き取り
作業⽇報(223B)

2.2.2

死卵、へい死⿂⼜は瀕死の状態にあ
る⽔産動物は疾病の蔓延を防⽌する
ため、定期的に回収し、適正に処理
する⼿順が定められており、⼿順に
従って実施されていること。

2.2.3

養殖施設内や周辺の養殖漁場及び⽔
⽣⽣物への感染症の可能性をできる
だけ減らすため、当該⽔産動物が飼
育単位で飼育され、故意に放流する
ことや⽣け簀等から逃げ出すことが
ないよう養殖施設が適正に管理され
ていること。

認証基準2.2 養殖対象動物に発⽣する疾病の予防、拡散の防⽌に努め、⽔産動物が健全に⽣育するよう飼育管理が⾏われていること。

2.2.1

養殖対象動物の疾病等の予防や早期
発⾒のため、これらの健康状態を適
切な指標で定期的にモニタリングす
る⼿順が定められ、適正に実施され
ていること。

2.1.4

養殖対象動物の栄養要求に応じた適
切な飼餌料が、適量給餌され、健全
に⽣育するよう管理されているこ
と。
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A：養殖⽤種苗を養殖場へ搬⼊する前に
種苗⽣産施設での飼育履歴情報を確認
し、記録しているか。 適合

種苗は⼈⼯種苗と天然種苗を導⼊しており、⼈⼯種苗⽣産業
者２社と天然種苗のモジャコ業者２⼈からそれぞれ履歴報告
書等を⼊⼿し、⽣産者、稚⿂履歴、給餌履歴、投薬履歴等を
確認していると説明があり、履歴報告書等を記録として保管
していることを確認した。

履歴報告書等(224A)

B：必要に応じて導⼊する種苗の検査を
実施し、検査結果が出るまでの間、適切
な⽅法で隔離飼育しているか。

適合

⼈⼯種苗については電話で、天然種苗については業者が地元
なので直接出向いて、種苗の健康状態や罹病状況を確認し健
康な種苗を導⼊しているので導⼊後のへい死は少なく、これ
まで検査や隔離飼育をしたことはないと説明があり、下記の
とおり今年導⼊した種苗のへい死が少ないことを確認した。
なお、稚⿂の漁場(区第4636号)と育成漁場(区第4631号、区第
4635号)は使い分けをしているとのことであった。
○導⼊後１週間の累計へい死尾数
5/25導⼊の⼈⼯種苗 導⼊尾数  累計へい死尾数
6/7導⼊の天然種苗 導⼊尾数  累計へい死尾数

聞き取り
給餌⽉報(224B)

C：検査の結果、何らかの疾病にかかっ
ていることが判明した場合、専⾨家の指
⽰に従い、適切に処分または治療を⾏っ
ているか。

適合

上記２.２.４Ｂのとおり罹病していないことを確認した種苗を
導⼊しているが、病気が出た場合は⼿順書6.3.に従って、 ⽔
産試験場等の⿂類防疫員へ検査を依頼し、診断結果が出た場
合は専⾨家の指⽰に従うことになると説明があった。

⼿順書

D：海外から種苗を購⼊する場合や特定
疾病の発⽣地から種苗を購⼊する場合に
は、必要に応じて無病証明書を取得して
いるか。

該当
せず

海外からは種苗を導⼊していないと説明があり、審査対象外
とした。

履歴報告書等(224A)

A：承認された⽔産⽤ワクチンがある場
合には積極的にワクチンを使⽤して疾病
の予防に努めているか。また、ワクチン
の使⽤にあたっては法令等に従って適切
にワクチンを接種しているか。 適合

県センターのワクチン使⽤指導書や獣医師の動物⽤医薬品指
⽰書の交付を受けてワクチン接種をしており、指導書を薬屋
に⾒せてワクチンを注⽂すれば必要量を持ってきて、資格を
持った薬屋の従業員が接種をしており、⾃社の従業員６名も
ワクチン接種資格を持っており接種することもあると説明が
あり、県センター発⾏の指導書及び獣医師発⾏の指⽰書及び
ワクチン接種技術講習会受講修了者名簿登録通知を確認し、
適正に接種されていると判断した。

聞き取り
ワクチン使⽤指導書等
(225A-1)
ワクチン接種技術講習会
受講修了者名簿登録通知
(225A-2)

B：必要に応じて、「特定疾病等対策ガ
イドライン」に記載されたまん延防⽌の
ための措置、消毒等が実施されている
か。また、その準備がなされているか。

適合

ブリには特定疾病はないが、⼿順書6.3.に⿂病のまん延防⽌対
策について規定しており、専⾨家から蔓延防⽌策に係る指⽰
が出た場合は速やかに従うとあり、２.２.３及び２.２.４が適
合していることから、適切な疾病のまん延防⽌措置の準備が
整っていると判断した。

⼿順書
２.２.３
２.２.４

A：疾病が発⽣した場合の疾病の診断、
治療に関して⾏う⼀連の作業について⼿
順が決められているか。

適合

⼿順書6.3.の｢異常⿂の処理｣の項に、⽔産試験場等の⿂類防疫
員へ検査を依頼し、試料の送付⽅法は発泡スチロール等で保
冷した状態で持ち込み、 診断結果が出た場合は専⾨家の指⽰
に従うとあり、⼿順書9.2.の｢医薬品の使⽤｣の項に、専⾨家
(⽔産試験場等の⿂類防疫員)の指導書や投薬指⽰書に基づい
て投薬を⾏い、投薬にあたっては他の養殖⿂への医薬品の汚
染や環境中への流出を防ぐための措置をとると⼀連の⼿順が
決められていることを確認した。

⼿順書

B：上記の⼿順には、疾病のまん延を防
⽌するための対応が含まれているか。

適合

まん延防⽌対策は上記２.２.５Ｂに記載のとおり、⼿順書6.3.
に専⾨家から蔓延防⽌策に係る指⽰が出た場合は速やかに従
うとあり、⼿順書9.2.に病気の蔓延防⽌策として状態を⾒なが
ら⼀⻫投薬を⾏うと規定していることを確認した。
併せて、２.２.２及び２.２.３が適合しており、へい死⿂は適
切に処分される等のまん延防⽌策を講じていると判断し適合
とした。

⼿順書
２.２.５Ｂ
２.２.２
２.２.３

C：上記の⼿順に従い、作業が実施され
ているか。 適合

これまで、まん延防⽌作業を⾏ったことがないとのことであ
るが、２.２.２及び２.２.３が適合していることから、この項
⽬を適合とした。

２.２.２
２.２.３

A：疾病の診断及び治療法の決定は⿂類
防疫員等による検査を受け、その結果に
基づいて治療が⾏われているか。

適合

病気と思われる時は県センターで疾病検査を受けており、今
年５⽉12⽇の検体ではノカルジア症と診断され指導があった
が、検査時点ではへい死も少なく、⽔温が低く薬の効きが悪
いこともあって、⽔温が20℃になるのを待って6⽉12⽇から
投薬を⾏ったと説明があり、投薬記録を給餌⽇報と給餌⽉報
で確認した。

検査結果報告書(232A-1)
給餌⽇報(232A-2)
給餌⽉報(212B)

2.2.5

有効な防疫措置や⽔産⽤ワクチンの
適正使⽤が⾏われ、発眼卵や種苗の
導⼊から⽔産動物の出荷に⾄るまで
の全ての⼯程において、適正な管理
が実施されていること。

2.2.4

養殖⽤種苗は養殖場へ導⼊する前
に、特定の、重要な病原体に感染し
ていないことが適切な⽅法で保証さ
れていること。

認証基準2.3 養殖対象動物に疾病が発⽣した場合に、法令を遵守し、適切な治療が⾏われていること。

2.3.1

異常が発⾒された場合には、直ちに
これらの移動を制限する等他への感
染を防⽌するための措置も含め、疾
病等発⽣への対策について適切な⼿
順が定められており、実施されてい
ること。

⿂類防疫員等の指導の下、疾病の診
断ならびに治療法の決定が適切にな
されるよう対応が定められており、
それによって、疾病の治療が⾏われ
ていること。
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Ｂ：抗菌剤の使⽤にあたっては、⽔産⽤
抗菌剤使⽤指導書等必要な⼿続きを⾏
い、交付書類が保管されているか。 適合

県センターで診断してもらい治療の指導を受けており、県セ
ンターから⽔産⽤抗菌剤指導書の交付を受けていると説明が
あり、センター発⾏の⽔産⽤抗菌剤使⽤指導書(有効期間：令
和5年4⽉1⽇〜令和6年3⽉31⽇)を保管していることを確認し
た。

⽔産⽤抗菌剤使⽤指導書
(232B)

Ｃ：養殖場が⿂類防疫員等による検査結
果を待たずに治療を開始する特段の事由
がある場合は⼿引きの⼿順に従って⾏わ
れているか。

適合

⼿順書6.3.に｢診断結果が出る前に治療を実施する場合は、事
前に専⾨家へメールや電話により症状を伝え、サンプルを送
付する。その後、専⾨家より指⽰をもらい、それらのメール
や電話メモを保管する｣とあり、今年６⽉24⽇は⼟曜⽇で県セ
ンターで診断することができなかったが、１⽇で⽔温が４℃
も上がりへい死が広がっていたことから⾃社判断で投薬し、
週明けの６⽉27⽇に県センターの指導を受けた例が１例あり
記録をメモしていると説明があり、提⽰された⽇報⼀覧にあ
るメモの内容が説明どおりであることから⼿順に従っている
と判断し適合とした。

聞き取り
⽇報⼀覧(232C)

A：投薬にあたっては、他の養殖⿂への
医薬品の汚染や環境中への流出を防ぐよ
う、適正な措置がとられているか。

適合

投薬を⾏う時は、前⽇の給餌は⾏わず、ＥＰに展着剤を使っ
てコーティングをし薬が流出しないようにしており、⼿順書
9.2.に他の養殖⿂への医薬品の汚染や環境中への流出を防ぐた
め、給餌は無投薬の⿂群を先に⾏い、薬を全量摂取させるた
め摂餌状況を⽬視で確認しながら給餌を調整するとしてお
り、給餌⽉報で投薬⽇前の２⽇間は給餌していないことを確
認し適正な措置を取っていると判断した。

聞き取り
⼿順書
給餌⽉報(212B)

B：使⽤にあたっては、使⽤対象⽣け
簀、使⽤医薬品、投薬⽇、投与量、休薬
期間等を記録し、管理しているか。 適合

投薬は給餌⽉報に記録していると説明があり、給餌⽉報に⽣
簀ごとに投薬⽇、薬品名、投薬量の記録があることを確認し
た。なお、休薬期間については養殖履歴証明書に最終投薬⽇
と定められた休薬期間を記録していることを確認した。

給餌⽉報(212B)
養殖履歴証明書(233B)

C：すべての⽔産⽤医薬品について、購
⼊伝票等の保管や医薬品に関する製造･
販売元や製造番号等の情報、購⼊⽇、使
⽤⽇、使⽤量、在庫量等を記録して管理
し、品質の劣化を防⽌できる⽅法で適切
に保管しているか。

適合

薬品販売メーカーとの伝票を綴って保管しており、伝票には
取引⽇、商品名、数量等が記載されていることを確認した。
薬の在庫管理は毎⽇作成する在庫表で管理をしており、薬の
⼊庫、出庫を記録していると説明があり、上記伝票と在庫表
の⼊庫記録が紐付けされていることを確認した。
医薬品は施錠した倉庫の棚で箱詰めのまま乾燥状態で常温保
管しており、適切に保管していると判断した。

引帳伝票(233C-1)
在庫表(233C-2)
医薬品保管状況確認(写真
撮影)

D：使⽤期限切れの医薬品は適切に廃棄
しているか。

適合

これまで購⼊した薬が使⽤期限切れになったことはないが、
あれば⼿順書9.1.に従い、使⽤期限切れの医薬品は産業廃棄物
回収業者に回収を依頼することになると説明があり、適切に
廃棄されると判断し適合とした。なお、上記２.３.３Ｃの保管
中の薬の使⽤期限は2025.8、2025.9及び2025.10であることを
確認した。

聞き取り
使⽤期限確認(写真撮影)

2.3.4

抗菌剤の使⽤については、ＯＩＥの
「養殖⿂衛⽣規約」及び当該規約の
「責任ある抗菌薬の慎重な取り扱い
原則」に基づいていること。

評価指標2.3.1〜2.3.3に適合であれば蓋
然的に適合。

適合

審査対象とした評価基準２.３.１〜２.３.３のすべてが適合し
ていることから適合とした。

2.3.5

養殖従事者は、養殖⽔産動物に関す
る衛⽣管理や養殖資機材等の安全性
及び適正な取り扱いに関する教育訓
練を受けており、これらについて常
に⾼い意識を有しつつ、責任ある取
組を実施していること。

飼育管理担当者が⽔産試験場等の主催す
る⿂病講習会等に定期的に参加している
か。

適合

県センター主催の⿂病講習会等は開催されてないが、県内の
養殖業者が組織した⼤分県⽔産養殖協議会が懇談会を開催し
ており、県センターの職員が講師となり、⾚潮や⿂病等につ
いての講演があり、毎年参加していると説明があり、県セン
ターが主催する⿂病講習会に参加しているとみなし適合とし
た。

懇談会開催通知(235）

A：養殖漁場の位置及び⽣簀の配置状況
及び数を把握しているか。

適合

漁業権の漁場図、筏配置図及び給餌⽇報で⽣簀の位置の説明
があり、漁場の位置及び⽣簀の配置と数を把握していると判
断した。
【参考】
給餌⽇報にある緑⾊の枠はＭＰ(モイストペレット)の給餌⽣
簀で、今回のＭＥＬ認証審査の対象外としていると説明があ
り、提⽰された船上ＭＰ給餌⽇報でＭＰを給餌していること
を確認した。

漁業権漁場図(311A-1)
筏配置図(112B)
給餌⽇報(214D)

船上ＭＰ給餌⽇報(311A-
2)

原則３ ⾷品安全性の確保（⽣産物の⾷品安全が確保される養殖が営まれていること）
認証基準3.1 養殖場は養殖対象種の健全な⽣育に適し、養殖環境や養殖資材からヒトの健康に有害な物質等による汚染の可能性を最⼩限となるよう管理されていること。
       （全養殖対象種に適⽤する）

3.1.1

養殖場及びその周辺環境において、
汚染リスクの適切な評価にもとづい
て適切な養殖場所が選定されている
こと。

2.3.3

⽔産⽤医薬品等の使⽤の際には、医
薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律（昭
和35年法律第145号）その他関係法
令等を遵守し、環境への影響を最⼩
限にすることへの配慮を含め、これ
らを適正に管理し使⽤するための⼿
順が確⽴され、⼿順に従って適正に
実施されていること。

2.3.2



 ＭＥＬ認証規格審査シート 養殖認証規格Ver.2.0

B：養殖漁場周辺地域の農場や⼯場等の
⽴地状況・河川の流⼊状況を把握し、養
殖場を汚染する要因の有無を確認してい
るか。 適合

⼤分県南部の猪串湾の湾内、湾⼝、湾外に漁場があり、猪串
湾の背後地は⼭で、漁場周辺に⼯場、農場はなく、湾内に流
⼊する河川もないので農薬や重⾦属などの汚染物質が流⼊す
る恐れはなく、これまで農薬や重⾦属による漁業被害の発⽣
はないと説明があり、漁場確認時に説明どおりの環境である
ことを確認した。併せて、⼿順書の養殖漁場の航空写真で漁
場周辺は⾃然林であることを確認した。

聞き取り
現地確認(写真撮影)
⼿順書

3.1.2

飼育によってヒトの健康に重⼤な影
響を及ぼす物質による許容レベルを
超えた蓄積が起こる可能性について
適切なモニタリングを実施している
こと。

把握しているリスクに応じて、適切なモ
ニタリング計画が⽴案され、有害なレベ
ルの汚染がないことを確認しているか。 適合

モニタリングを⾏っていないが、３.１.１Ｂに記載のとおり、
周辺環境から漁場の汚染のリスクとなる⼯場、河川等がない
ことから、有害なレベルの汚染はないと考えられることから
適合とした。

３.１.１Ｂ

3.2.1

⽔産⽤医薬品等の使⽤の際には、薬
効が効果的に発揮されるよう専⾨的
知⾒や的確な診断に基づいて投薬を
⾏うとともに、養殖⽔産物に残留の
ないよう、⿂類防疫員等の指導の
下、医薬品ごとに定められた⽤法・
⽤量や休薬期間を遵守し、適正な記
録を作成していること。

本評価指標は、認定基準2.3に適合して
いることで蓋然的に適合となる。

適合

審査対象とした認定基準２．３の評価指標全てが適合してい
ることからこの項を適合とした。

A：餌料については、原産地（漁獲海域
の特定が遡及可能であるか）、販売元、
⿂種、数量、購⼊年⽉⽇等を記録し、照
合可能な伝票を保管しているか。

該当
せず

ＭＥＬ認証の審査対象とした⽣簀にはＥＰを給餌しており、
⽣餌及びＭＰは使⽤していないと説明があり、審査対象外と
した。

給餌⽉報

B：配合飼料及び飼料添加物等について
は、製造、販売元、製品名、製造番号、
数量、購⼊年⽉⽇、成分組成等を記録
し、伝票を保管しているか。 適合

餌は種苗を導⼊から出荷までの間、EＰ
を給餌しており、購⼊伝票として請求

書を綴り保管しており、成分票も⼊⼿していると説明があ
り、保管した請求書に買上⽇、商品名、数量等が記載されて
いることを確認した。成分の表⽰票を⼊⼿していることを確
認した。

請求書(331B-1)
成分表⽰票(331B-2)

飼料製造メーカーのＥＰの品質証明書を⼊⼿し保管してお
り、飼料安全法への適合については２.１.４Ｂで確認済みであ
る。育成⽤ＥＰの原料⿂粉の⿂種と原産地は原料履歴調査書
で確認できたが、稚⿂⽤ＥＰの⿂粉原料の⿂種名と漁獲海域
を確認できる書⾯がなく、確認できなかったことから最終会
議において不適合報告書を⼿交した。

品質証明書(214B)
２.１.４Ｂ
原料履歴調査書(331C)

後⽇、是正処置回答書/確認書の提出があり、添付された使⽤
⿂粉履歴証明書に⿂種と⽔揚げ原産地が記載されていること
を確認し適合とした。

是正処置回答書/確認書
(⽂書番号１)
使⽤⿂粉履歴証明書

D：給餌した飼餌料の種類や給餌量は⽣
け簀ごとに記録されているか。 適合

パソコン管理の給餌⽉報をプリントアウトし、⽣簀ごとに飼
料の種類(商品名)と給餌量が記録されていることを確認し
た。

給餌⽉報(212B)

E：給餌機や⽤具等は、定期的に清掃
し、必要に応じて消毒し、衛⽣的に管理
しているか。 適合

ＥＰの給餌は給餌船に備え付けたエアー式の給餌機で⾏って
おり、作業終了後に⽔洗いをしていると説明があり、給餌船
に備え付けたステンレス製の給餌機の内側の壁⾯が清浄であ
ることを確認した。

給餌機確認(写真撮影)

F：給餌関連作業を⾏う場所において
は、機械油や塗料など、有害化学物質に
よる汚染を防ぐため適切に作業が⾏われ
ているか。

適合

油類や塗料は倉庫に保管しており、給餌作業と塗装作業等を
同時にすることはないと説明があり、作業場周辺や給餌船上
に油類や塗料は⾒られず適切に作業が⾏われていると判断し
た。

作業場、給餌船を確認(写
真撮影)

G：餌飼料等は、有害化学物質による汚
染や異物混⼊を防ぐため適切に保管され
ているか。

適合

飼料(ＥＰ)は冷凍庫で、油類等の有害化学物質は倉庫で保管
しており、飼料保管の冷凍庫内に油類等の有害化学物質が保
管されてないことを確認し適切に保管していると判断した。

冷凍庫確認(写真撮影)

3.3.1

飼料、飼料添加物、飼料原料等の使
⽤にあたっては、有害化学物質等の
混⼊防⽌を確保するとともに、⽣産
単位ごとに給餌した飼料等について
遡及可能な記録として管理されてい
ること。

認証基準3.4 ⼆枚⾙等の⽔揚げ作業に関して衛⽣的な作業を⾏い、種苗の導⼊から出荷に⾄る全ての⼯程において、トレーサビリティが確保されるよう⼿順が定められ、検証
       可能な記録が残されていること。（⼆枚⾙養殖等に適⽤する）

C：配合飼料及び飼料添加物等について
は、飼料安全法への適合や飼料原料の原
産地（⿂粉・⿂油等については原料⿂の
⿂種、漁獲海域が遡及可能であるか）等
を記載した品質保証書を⼊⼿し、保管し
ているか。

適合

認証基準3.2 ⽔産⽤医薬品の残留防⽌について、適切な作業⼿順が定められ、それに基づいて医薬品が適正に使⽤されていること。（⿂類養殖に適⽤する）

認証基準3.3 飼餌料に由来する有害化学物質等による汚染についてのリスクを把握し、適切な給餌管理が⾏われていること。（給餌養殖に適⽤する）
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3.4.1

⼆枚⾙等が、微⽣物や⽣物毒の発⽣
状況等の監視や管理が実施されてい
る海域で⽣産されていること。

対象海域が⾙毒発⽣状況のモニタリング
やその際の閉鎖並びに解放について通知
され、これに従って出荷されているか。
特に⽣⾷⽤の⽣産海域以外の海域で⽣産
されたものが⽣⾷⽤として出荷されてい
ないか。

−

3.4.2

必要に応じて、⾙類の浄化が⾏われ
ていること。また、浄化設備は適切
にメンテナンスが⾏われているこ
と。

浄化の⽅法や浄化設備のメンテナンスの
頻度が定められ、その作業状況が確認さ
れているか。 −

3.4.3

出荷にあたっては、⽣産海域、採捕
年⽉⽇、⾙の種類、数量、搬送の⽅
法、⽣産者⽒名等を確認し、記録し
ていること。また、⽣産物を識別す
る⽅法を定め、識別記号が出荷先へ
適切に伝達される⼿段がとられてい
ること。

⽣産物についての必要情報を出荷先に提
供する⽅法が定められているか。

−

3.4.4

出荷作業に⽤いる器具、機材、包装
資材等は清潔に管理され、または、
保管されていること。

同左。

−

3.4.5

出荷作業を品質の劣化に配慮して衛
⽣的に⾏うための⼿順を定め、⼿順
に従って作業を⾏っていること。

同左。

−

A：種苗導⼊時、飼育単位毎に、収容年
⽉⽇、総重量（⼜は尾数）を確認し、記
録しているか。 適合

養殖⽉報に、⽣簀毎の種苗の導⼊年⽉⽇と尾数を記録してい
ると説明があり、５⽉の養殖⽉報の5/29に導⼊記録(⽣簀毎の
尾数)が記載されていることを確認した。
併せて、天然種苗の養殖履歴証明書(2.2.4A)と紐付けされてい
ることを確認した。

給餌⽉報5⽉(351A)
種苗履歴書(224A)

Ｂ：⼀つの飼育単位に、異なる由来の種
苗を収容する場合は、混養の状況がわか
るよう記録しているか。

適合

認証⽔産物はＥＰのみの給餌による養殖⿂、⾮認証⽔産物は
ＭＰを給餌する輸出⽤の養殖⿂としており、認証⽔産物と⾮
認証⽔産物を混養していないことを給餌⽉報で確認した。な
お、認証⽔産物同⼠では１台の⽣簀の収容尾数が少ない時に
は由来の異なる種苗を混養して適正な収容尾数にすることも
あると説明があり、給餌⽉報で混養した記録を確認した。

給餌⽉報(212B)

Ｃ：分養による⿂⾙類の移動履歴と分養
後の総重量（⼜は収容尾数）を、⽣産単
位毎に確認し、記録しているか。 適合

同じロットの種苗を成⻑に伴い分養することがあると説明が
あり、昨年5/16に導⼊した種苗を8/22に１台の⽣簀から新た
な２台の⽣簀に分養した給餌⽉報に記載の記録の提⽰があ
り、分養記録が給餌⽉報に記録されていることを確認した。

給餌⽉報(351C)

A：⽣産物を識別する⽅法は1⽣産単位
を1ロットとしてできるように定められ
ているか。 適合

ロットごとに出荷管理するよう⼿順書11.1.に｢出荷依頼を受け
たのち出荷対象⽣簀を確定する｣とあり、併せて、出荷した養
殖履歴証明書に⽣簀番号が記録されていることを確認し、⽣
簀単位で出荷管理されていると判断した。

⼿順書
養殖履歴証明書(233B)

Ｂ：取引先の求めに応じて⽣産履歴情報
を提⽰する⼿段が定められているか。 適合

⼿順書11.1.に｢養殖履歴を作成し、出荷先へ提出する｣とあ
り、保管した養殖履歴証明書を確認した。

⼿順書
養殖履歴証明書(233B)

Ａ：出荷作業に使⽤する選別台、締め
機、⿂槽、容器、器具等は洗浄され、清
潔に保たれているか。

該当
せず

元々、親会社の東海シープロ⼤分事業所蒲江⼯場で養殖ブリ
の加⼯を⾏っており、さらなる原⿂確保のため同加⼯場の近
傍に、令和３年12⽉にマルゴ⽔産㈱を設⽴したもので、全量
活⿂で同蒲江⼯場に出荷しており、出荷先が当社の養殖⽣簀
に移送⽤の⽣簀を横付けし、⿂をタモですくい移したあと、
出荷先が移送⽤⽣簀を加⼯場まで曳航して帰るので、作業に
使う機器らしいものはないと説明があったことから審査対象
外とした。

活⿂出荷/移送⽤⽣簀の
曳航ルート(353A)

Ｂ：⽣産物を収容する⿂倉や容器で使⽤
する海⽔等は清浄なものであり、使⽤す
る氷は飲⽤適の⽔から作られているか。

適合

移送⽤の⽣簀は出荷先が⽤意したものであると説明があり、
養殖海域は３.１.１Ｂのとおり汚染海域ではないことから適合
と判断した。

聞き取り
３.１.１Ｂ

Ｃ：⽣産物を収容した⿂槽や容器は、蓋
付きのものを使⽤するなど汚染を防ぐ措
置がとられているか。

適合

出荷⽅法は上記３.５.３Ａのとおり、移送⽤⽣簀に収容し曳航
しているので、絶えず海⽔交換がされ清浄な海⽔であること
から適合とした。

３.５.３Ａ

3.5.2

⽣産単位毎に⽔揚げ⽇、⽔揚げ尾
数、重量､出荷先等を確認し、記録
していること。また、⽣産物を識別
する⽅法を定め、識別記号が出荷先
へ適切に伝達される⼿段が採られて
いること。

3.5.3

出荷作業に⽤いる器具、機材、包装
資材等は清潔に管理され、または、
保管されていること。

認証基準3.5 養殖⿂介類の⽔揚げ作業に関して衛⽣的な作業を⾏い、種苗の導⼊から出荷に⾄る全ての⼯程において、トレーサビリティが確保されるよう⼿順が定められ、検証
       可能な記録が残されていること。（⼆枚⾙養殖等以外に適⽤する）

3.5.1

養殖期間を通じて、養殖⿂を⽣簀単
位で管理し、養殖状況等を養殖⽇誌
等に記録していること。
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Ｄ：出荷作業に使⽤する器具・機材、包
装資材は害動物による汚染を受けないよ
う適切に保管されているか。

該当
せず

出荷作業に使う器具・機材を⾃社で保有していないことから
審査対象外とした。

聞き取り

3.5.4

出荷作業を、品質の劣化に配慮しな
がら衛⽣的に⾏うための⼿順を定
め、⼿順に従って作業を⾏っている
こと。

出荷の⼀連の作業について、衛⽣的に作
業を⾏うための⼿順が定められている
か。 適合

出荷作業について、⼿順書11.2.に｢衛⽣管理｣の項が規定され
ていることから適合とした。

⼿順書

Ａ：養殖場で使⽤する⽣け簀網、作業
船、給餌機などの資機材のメンテナンス
に使⽤する潤滑油、塗料、洗剤等がリス
ト化されているか。

適合

「使⽤化学物質リスト」が作成され、船底塗料や化繊網塗料
等の使⽤している化学物質がリストに記載されていることを
確認した。

使⽤化学物質リスト
(411A)

Ｂ：上記潤滑油、塗料、洗剤等上記化学
物質のうち、海⽔中で使⽤する資機材に
対して使⽤される場合、環境への影響が
ないよう適切に使⽤されているか。

適合

海⽔中で使⽤する資機材の塗料としては、船底塗料と化繊網
の網染め塗料があり、船底塗料は20kg⽸と４kg⽸を購⼊、化
繊網塗料は160kg⼊りのドラム⽸を購⼊して、ともに⾃社で
塗装作業しており、船底塗料は上架して塗装し乾いてから船
を下ろしており開封した船底塗料は使い切っており開封した
船底塗料は保管していないと、網染め塗料は鋼製のタンクに
化繊網を⼊れて、塗料をドラム⽸からポンプで注ぎ⼊れて浸
漬して塗装しており、タンクに残った塗料はドラム⽸にポン
プで回収していると説明があった。塗装作業は安全データ
シートの注意書きを守り、⽕の気のない屋外でツナギやカッ
パ、⼿袋を着⽤して直接塗料に触れないようにしているとの
ことであり、環境への影響がないよう適切に使⽤していると
判断した。

聞き取り
船底塗料(写真撮影）
網染め塗料(写真撮影)

Ｃ：上記潤滑油、塗料、洗剤等は、故意
または事故により環境中への流出するこ
とがないよう適切に保管されているか。 適合

船底塗料と網染め塗料は岸壁から80m程離れた倉庫内に保管
しており、船底塗料については開封されたものの保管がない
こと、網染め塗料はドラム⽸の転倒防⽌のため壁⾯にワイ
ヤーで固定していることを確認し、環境中への流出すること
のないように適切に保管していると判断し適合とした。

船底塗料(写真撮影）
網染め塗料(写真撮影)

Ｄ：漁網防汚剤や養殖場で使⽤する漁船
の船底塗料として使⽤する物質は有機ス
ズ化合物を含むものではないか。 適合

船底塗料と網染め塗料の安全データシートを⼊⼿しており、
ともに有機スズ化合物を含んでいない塗料であることを確認
した。

船底塗料安全データシー
ト⼀部抜粋(411B-1)
網染め塗料安全データ
シート⼀部抜粋(411B-2)

Ｅ：漁網防汚剤や船底塗料を使⽤してい
る場合には、使⽤状況を記録して管理し
ているか。

適合

化繊網塗装作業と船底塗料塗装作業の記録は作業⽇報に記録
していると説明があり、作業⽇報に化繊網塗装作業について
は｢ポリ網染め/染料５本使⽤｣と、船底塗料塗装作業について
は｢５号船上架作業｣と記録されていることを確認した。な
お、船底塗料塗装作業は、上架当⽇は船底を洗浄し、翌⽇船
底の乾燥を確認して塗装作業を⾏っているとのことであっ
た。

作業⽇報(411E)

Ｆ：不要な資機材（損傷した漁網、化学
物質の容器等）が適切に廃棄され養殖場
内に放置されていないか。また、廃棄⽅
法は適切か。

適合

不要となった⾦網⽣簀は⽣簀網の購⼊先の業者に処分依頼を
していると、ロープ等の廃プラスチック類は産廃業者に処分
を依頼していると説明があり、⽣簀網の購⼊先の業者からの
処分代の請求書及び産廃業者マニフェストと計量証明書を確
認し適切に廃棄されていると判断した。併せて、上記作業⽇
報の5/26に｢⾦網廃棄５台｣とあり、請求書が紐付けされてい
ることを確認した。
また、不要な資機材が作業場付近に放置されていないことも
確認した。

請求書(411F-1)
マニフェスト/計量証明
書(411F-2)
作業場付近(写真撮影)

Ａ：海⾯養殖場においては、漁業権⾏使
規則、漁場改善計画等を遵守し、許可範
囲内で養殖を⾏っているか。

適合

基準２.１.１及び２.１.３が適合していることから、この項を
適合とした。

２.１.１
２.１.３

Ｂ：漁場改善計画に則って、モニタリン
グが実施されているか。 適合

基準２.１.１及び２.１.３が適合していることから、この項を
適合とした。

２.１.１
２.１.３

Ｃ：環境指標は基準内に維持されている
か。 適合

基準２.１.１及び２.１.３が適合していることから、この項を
適合とした。

２.１.１
２.１.３

認証基準4.1 養殖に⽤いる器具、機材ならびに養殖⿂⾙類の排泄物や残餌等による環境悪化を防⽌し、また、養殖環境への養殖⽣産による負荷を最⼩限にとどめる管理がなさ
       れているかを検証・監視するための適切な⼿順を定め、実践していること。

4.1.1

汚染物質の養殖施設内や周辺漁場及
び環境への拡散防⽌のため、⽣簀等
の養殖施設や養殖資機材及び作業船
等に重⾦属や有害化学物質等を含む
塗料を使⽤していないこと。また、
使⽤される資機材等は適正に管理及
び修繕されていること。

養殖場における⽔資源については、
関係法令等に基づき、⽔が適正かつ
有効に使⽤され、養殖場を含む海域
における⽔質が保たれており、汚⽔
処理が適正に⾏われているととも
に、淡⽔の塩類化防⽌対策が採られ
ていること。

原則４ 環境保全への配慮（環境に配慮された養殖が営まれていること）



 ＭＥＬ認証規格審査シート 養殖認証規格Ver.2.0

Ｄ：河川⽔や地下⽔を使⽤する陸上養殖
施設では、⽔利権に関する都道府県の許
可を得ているか、許可範囲を超える取⽔
を⾏っていないか。

該当
せず

Ｅ：陸上養殖施設では排⽔の⽔質が排⽔
基準を満たしているか。 該当

せず

Ｆ：海⽔⿂を飼育する陸上養殖施設で
は、排⽔を淡⽔域に排⽔する場合には、
排⽔⼝付近の塩化物イオン濃度が
200mg/L 以下であることが保証されて
いること。

該当
せず

Ａ：環境収容⼒に応じた適正な⽣産量が
遵守されているか。

適合

２.１.２Ｃのとおり漁場⾏使率が低いこと、漁場の⽔深が深く
(2.1.2A)、同じ漁場で30年以上養殖を⾏っているが⽔質の悪化
が⾒られないこと(2.1.1A、B)から、環境収容⼒に応じた適正
な養殖⽣産が⾏われていると判断した。

２.１.２Ｃ

Ｂ：養殖漁場環境を定期的にモニタリン
グし、健全な環境にあることを確認でき
るか。

適合

２.１.１Ａ及び２.１.１Ｂに記載のとおり、飼育環境は良好で
あり適合とした。

２.１.１Ａ
２.１.１Ｂ

Ｃ：残餌の処理⽅法について適切な⼿順
が定められ、実施しているか。

適合

２.１.４Ｄが適合しており、⼿順書8.6.に｢残餌が発⽣した場合
には、船上でシートをかけ（冷凍庫等で保管し）、後⽇再給
餌を⾏う」と規定し、養殖海域に投棄することのないことか
ら適合とした。

２.１.４Ｄ
⼿順書

4.1.4

閉鎖⽔域における養殖は、底質環境
に⼤きな負荷を与えないよう、廃棄
物等の適正管理を実施しているこ
と。

底質環境に影響を及ぼす可能性のある廃
棄物は全て陸上で適切に廃棄している
か。 適合

４.１.１Ｆに記載のとおり、不要となった⽣簀等は業者に処分
を依頼しており、ＥＰの空袋は飼料販売メーカーに引き取っ
てもらい処分していると説明があり、⼿順書8.6.に｢飼料の包
装は陸に持ち帰り処分する｣とあり、空袋の集積を確認し適正
に処分していると判断した。

４.１.１Ｆ
ＥＰ空袋集積(写真撮影)

認証基準4.2 養殖に⽤いる飼餌料は、天然資源に与える影響を最⼩限にとどめる配慮がなされていること。（給餌養殖に適⽤する）

4.2.1

飼料、飼料添加物、飼料原料等の取
り扱いにあたっては、飼料の安全性
の確保及び品質の改善に関する法律
（昭和28年法律第35号）その他関係
法令等を遵守するとともに、⽣産単
位ごとに有効に使⽤されており、こ
れらの使⽤管理が適正に記録されて
いること。

Ａ：基準2.1.4及び3.3.1に適合している
ことで本評価指標に適合。

適合

基準２.１.４及び３.３.１が適合していることから適合とし
た。

２.１.４
３.３.１

Ａ：特定条件の下、モイストペレットを
使⽤している場合、その調製に使⽤する
餌料については、⿂種、漁獲海域、販売
元、数量、購⼊年⽉⽇等を記録し、伝票
を保管しているか。

該当
せず

ＭＰ(モイストペレット)を使⽤していないことから審査対象
外とした。

給餌⽉報

Ｂ：配合飼料及び飼料添加物等について
は、製造、販売元、製品名、製造番号、
数量、購⼊年⽉⽇、成分組成等を記録
し、伝票を保管しているか。

適合

評価指標３.３.１Ａ、３.３.１Ｂ及び３.３.１Ｃが適合している
ことから適合とした。

３.３.１Ａ
３.３.１Ｂ
３.３.１Ｃ

Ｃ：配合飼料及び飼料添加物等について
は、飼料安全法への適合や飼料原料の原
産地（⿂粉・⿂油等については原料⿂の
⿂種、漁獲海域が特定できるよう遡及可
能であること）等を記載した品質保証書
を⼊⼿し、あるいは聴取記録を作成し、
保管しているか。

適合

評価指標３.３.１Ａ、３.３.１Ｂ及び３.３.１Ｃが適合している
ことから適合とした。

３.３.１Ａ
３.３.１Ｂ
３.３.１Ｃ

飼料メーカーの原料調達⽅針を⼊⼿していると説明があった
が、提⽰された原料調達⽅針では原⿂の資源保護に配慮した
調達を⾏っていることを確認できなかったので、最終会議に
おいて不適合報告書を⼿交した。

原料調達⽅針(422D）

後⽇、是正処置回答書/確認書の提出があり、添付された原料
調達⽅針に原⿂の資源保護に配慮した旨の記載を確認し適合
とした。

是正処置回答書/確認書
(⽂書番号２)
原料調達⽅針

4.2.2

飼料原料は、トレーサビリティが確
保されるとともに、⿂粉や⿂油につ
いては、⿂種が特定され、絶滅危惧
種 やＩＵＵ（違法・無規制・無報
告）漁業由来の⽔産物が含まれてい
ないこと。

Ｄ：配合飼料メーカーから責任ある原料
調達に関する⽅針を⼊⼿しているか。

適合

聞き取り

4.1.3

養殖が適正な密度で⾏われ、養殖場
における底質の悪化（有機物の堆積
量増加、有機物の分解による貧酸素
⽔塊の発⽣等）、有機物による汚染
の増加等を定期的に監視しているこ
と。

4.1.2

陸上のブリ養殖施設はないと説明があり、審査対象外とし
た。
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Ｅ：ＩＵＵに該当しないことが確認でき
る飼餌料の使⽤に努め、ＥＵのＩＵＵ漁
業規則に基づく漁獲証明書に準じて必要
な情報が⼊⼿できるか、少なくとも原産
地を特定するための遡及が可能であるも
のを使⽤していること。

適合

養⿂⽤⿂粉履歴書に原産地は⽇本で、インポーター名が記載
されており、遡及が可能であると判断し適合とした。
IUU に該当しないことが確認できる飼料の使⽤に努めている
との説明があり、飼料メーカーから⼊⼿した使⽤原材料及び
原産地から原料⿂種、原産地が確認でき、インポーター名や
産地証明が｢有｣とあることから遡及が可能と判断し適合とし
た。

原料履歴調査書(331C）
使⽤⿂粉履歴証明書
(331C)

Ｆ：⿂粉・⿂油の原料⿂は絶滅危惧種で
ないか。

適合

養⿂⽤⿂粉履歴書及び使⽤⿂粉履歴証明書に記載の原料⿂種
はイワシ、サバ、イトヨリ、アジ、ホキ、マグロとなってお
り、マグロは加⼯残渣のビンナガやキハダと聞いていると説
明があり、絶滅危惧種が含まれていないことを確認した。

原料履歴調査書(331C)
使⽤⿂粉履歴証明書
(331C)

Ａ：飼餌料として直接的に未加⼯の⿂介
類を使⽤していないか。 適合

餌は2.1.4B のとおり EPで、給餌⽉報で未加⼯の⿂介類を使⽤
していないことを確認した。

給餌⽉報

Ｂ：育成期においてモイストペレットを
継続的に使⽤していないか。例外的に使
⽤している場合は、特定条件に全て合致
する⽅法で調製・給餌されているか。

適合

餌は EPであること、ＭＰは使⽤していないことを給餌⽉報で
確認し適合とした。

給餌⽉報

Ｃ：養殖対象種と同種同属のものを使⽤
していないか。 適合

餌はEPで、⿂粉履歴書や使⽤⿂粉履歴証明書の⿂種名に同種
同属の記載がないことを確認した。

原料履歴調査書(331C)
使⽤⿂粉履歴証明書
(331C)

Ａ：養殖⿂の育成期において使⽤する配
合飼料は市販されているものの中で低⿂
粉のものを使⽤しているか。

適合

育成⽤ＥＰ の成分表⽰票には動物質
性飼料は⿂粉50％、55％とあり、⼀般的に市販のブリ配合飼
料は⿂粉の配合割合が55〜80％であることから、低⿂粉の飼
料を使⽤していると判断した。親会社が飼料製造メーカーな
ので、さらに低⿂粉でも成⻑、⾝質が変わらないものであれ
ば使⽤したいとのことであった。

成分表⽰票/育成⽤
(331B-2)
市販ＤＰの主な組成
(424A)

Ｂ：⿂油は⽔産加⼯残渣に由来するもの
や植物油脂により代替可能な範囲で使⽤
割合を削減するよう努めているか。

適合

給餌は EP 飼料のみで、給餌の際に⿂油を添加することはな
いと説明があり、削減に努めていることから適合とした。

給餌⽉報

認証基準4.3 養殖に⽤いる種苗について、天然資源に与える影響を最⼩限にとどめる配慮がなされていること。（⽔産動物を対象とする養殖に適⽤する）
A：⼈⼯種苗⽣産技術が確⽴されている
養殖対象種については、⼈⼯種苗を優先
的に使⽤しているか。 適合

ブリについては、「審査の⼿引き」で「ブリ類については天
然種苗の使⽤を当⾯可能とする」とあり、⼈⼯種苗の使⽤を
求めておらず、導⼊種苗の⼀部ではあるが⼈⼯種苗を導⼊し
ていることから適合とした。

審査の⼿引きｐ.36

B：必要に応じて導⼊する種苗の検査を
実施し、検査結果が出るまでの間、適切
な⽅法で隔離飼育しているか。

適合

２.２.４Bに記載のとおりであり、適合とした。 ２.２.４B

C：海外から種苗を購⼊する場合や特定
疾病の発⽣地から種苗を購⼊する場合に
は、無病証明書や検査結果等を取得して
いるか。

該当
せず

海外から種苗を導⼊していないことから審査対象外とした。 聞き取り
種苗履歴書(224A)

Ａ：養殖⽤種苗を養殖場へ搬⼊する前に
種苗⽣産施設での飼育履歴情報を確認
し、記録していること。

適合

２.２.４Ａに記載のとおりであり、適合とした。 ２.２.４Ａ

B：天然種苗を導⼊している場合、当該
⿂種は適切な資源量評価が⾏われ、漁獲
制限を⾏う必要がないとされる⿂種であ
るか。

適合

審査の⼿引書に、｢ブリは適切な資源量評価が⾏われ、漁獲制
限を⾏う必要がないとされる⿂種に該当する。従って、ブリ
類については天然種苗の使⽤を当⾯可能とする。｣とあること
から適合とした。

審査の⼿引きｐ.36

C：採捕者、購⼊元、採捕海域、採捕⽅
法、採捕及び購⼊年⽉⽇、平均体重及び
総重量（⼜は尾数）等を確認し、記録し
ているか。

適合

保管した養⿂履歴証明書に出荷⽇、⽣産者(⽣産者名、飼育場
所等)、稚⿂履歴(⾃家採捕、採捕地、採捕時期、飼育場所
等)、出荷尾数等が記載されていることを確認した。

養⿂履歴書/天然(432C)

D：許可を受けた採捕者が規制に従って
適正に採捕した種苗であるか。

適合

５年前から同じ２業者から仕⼊れており、業者からは種苗受
⼊の際に、県の漁業許可を受け適正に採捕したものであると
説明を受けているとのことであり、保管した漁業許可証を確
認した。

聞き取り
漁業許可証㊢(432D)

E：採捕対象以外の⿂種の混獲による天
然資源への影響に配慮しているか。 適合

業者からは混獲したモジャコ以外の⿂は選別時に放流してい
ると説明を受けているとのことであった。

聞き取り

4.3.2

天然種苗を導⼊する場合には、当該
種苗が合法的かつ環境負荷のない⽅
法で採捕されたものであることを確
実にするとともに、当該種苗を含
め、周辺の⽣態系の資源状況等に悪
影響を与えていないことが確実であ
ること。

4.3.1

⼈⼯種苗⽣産技術が確⽴されている
養殖対象種については、⼈⼯種苗を
優先的に導⼊していること。

4.2.4

育成期に使⽤する配合飼料は、養殖
対象種の健全な⽣育を妨げない範囲
で、⿂粉及び⿂油の使⽤量が削減さ
れたものを使⽤すること。

4.2.3

原則として、養殖⿂の育成期におい
て、直接的に未加⼯の⿂介類（漁獲
された⿂類、イカなどの軟体動物、
オキアミなどの甲殻類等）が飼餌料
として使⽤されていないことを確保
するとともに、飼餌料に含まれてい
るタンパク源が、飼育されている⽔
産動植物と同種同属のものでないこ
と。
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4.3.3

適正な環境リスク評価が実施されて
いない遺伝⼦組み換え⽣物を養殖⽤
種苗として使⽤していないこと。

同左。

適合

⼈⼯種苗について、種苗⽣産業者から遺伝⼦組み換えはして
いない種苗であると聞いていると説明があり、併せて、国内
のブリ⽣産施設においては遺伝⼦組み換え種苗の⽣産を⾏っ
ているとの情報がないことから適合とした。

聞き取り

認証基準4.4 養殖場およびその周辺環境における保護対象となる野⽣⽣物の⽣息環境に与える影響を最⼩限にとどめる配慮がなされていること。（全養殖対象種に適⽤する）
Ａ：養殖海域または陸上養殖施設の設置
場所が保護対象野⽣⽣物の⽣息地域に該
当または隣接していないか。

適合

前⾝の会社からすると30年以上同じ漁場で養殖をしている
が、県や漁協から保護対象⽣物を保護するように指導を受け
たことがなく、県のレッドデータブックで養殖漁場のある｢猪
串湾｣で検索したが保護対象動物を検索できなかったと説明が
あり、保護対象の野⽣⽣物の⽣息地域⼜は隣接する地域では
ないと判断した。

聞き取り

Ｂ：養殖海域及びその周辺が保護対象野
⽣⽣物の⽣息地域に該当または隣接して
いる場合、その⽣息環境に悪影響を及ぼ
さないよう適切な施策を実施している
か。

該当
せず

上記４.４.１Ａから審査対象外と判断した。 ４.４.１Ａ

C：養殖対象種の移動等の作業、台⾵等
の⾃然災害による養殖対象種の逃亡につ
いて、その逃亡数を把握し、必要に応じ
て報告が可能な記録が残されているか。

適合

これまで、作業ミスや台⾵被害で⼤量に逃がしたことはない
が、あれば⼿順書(12.3.)にあるように逃亡数を確認し給餌⽉
報に記録することになると説明があり適合とした。

⼿順書

Ｄ：適切な逃亡対策を実施しているか。

適合

化繊網は網替えを⾏ない、⾦網⽣簀は⼿順書(12.3.)どおりメ
ンテナンスを年１回⾏っており、出荷は全て活⿂出荷で養殖
⽣簀に移送⽤⽣簀を横付けして⿂を移す作業をしており、出
荷⼯程は単純であり両⽣簀の間には網を設置して養殖⿂が逃
げないようにしていると説明があり、適切な逃亡対策を実施
していると判断した。

⼿順書

Ａ：当該養殖場における養殖⽣産にとっ
ての害動物を特定しているか。その害動
物が絶滅危惧種に該当していないか。

適合

養殖場で害動物となる動物はいないと説明があり、絶滅危惧
種にも該当しないことから適合とした。

聞き取り

Ｂ：害動物が絶滅危惧種に該当する場
合、その駆除は適切な⽅法で⾏われてい
るか。

該当
せず

4.4.2Aのとおり、害動物はなく、駆除をしていないことから
審査対象外とした。

４.４.２Ａ
4.4.2

養殖従事者の安全確保⼜は瀕死の当
該⽣物に安楽死を優先する場合を除
き、有害⽣物が絶滅危惧種に該当す
る場合は、⾮致死的措置により除去
を⾏っていること。

4.4.1

養殖場周辺で保護対象となる野⽣⽣
物の⽣息状況を把握し、対象となる
野⽣⽣物が⽣息している場合には、
その⽣存に影響を及ぼす潜在的危害
を考慮して、必要な措置が講じられ
ていること。




